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緒　　　言

　国際医療福祉大学成田保健医療学部医学検査学

科は、2016 年 4 月に臨床検査技師養成の指定校

として開学した。国家試験合格率は大学教育の成

果を示す重要な指標の一つであり、本学において

も毎年様々な取り組みを実施している。しかしな

がら、本学では 4 年次に臨地実習や卒業研究があ

るため、学生が国家試験対策に本格的に取り組め

るのは 11 月以降となる。さらに 1 月中旬には卒

業試験が控えていることから、限られた約 3 ヵ月

間で成績を合格水準まで引き上げることが重要な

課題となっている。この課題を解決するためには、

①模擬試験などの客観的データに基づき不合格リ

スクの高い学生を早期に把握すること 1）～ 3）、②当

該学生に重点的な支援を行い学力の底上げを図る

ことが重要である。本学では年間 6 回の模擬試験

を実施しているが、下位層支援の具体的成功事例

の報告はほとんどみられない。

　本学における 2023 年度までの国家試験新卒合

格率の推移は、2019 年度 92%（83%）、2020 年度

94%（92%）、2021 年度 87%（86%）、2022 年度 86%
（90%）、2023 年度 93%（88%）であった（括弧内は

全国平均合格率を示す）。2021 年度に新卒合格率

が 90% を下回ったことを受け、2022 年度には国

家試験対策講義数を大幅に増加させたが、合格率

向上にはつながらず、一律的な講義中心の指導に

は限界があると判断した。そこで 2023 年度には、

成績下位学生を対象として国家試験直前の約 1 か

月間、自習義務化を導入した。その結果、新卒合

格率は前年度から顕著に上昇し、自習義務化の有

効性が示唆された。

要 旨　国家試験合格率向上には、不合格リスクの高い学生を早期に把握し、適切な学習支援を行う

ことが重要である。本研究では過去 3 年間の模擬試験結果を得点区分別に解析した結果、9 月から 12

月では 80 点以下、1 月では 100 点以下が不合格リスクの高い得点水準となる可能性が示された。これ

らの基準に基づき、2024 年度に成績下位層を対象とした自習義務化を導入したところ、過去年度の下

位群と比較して模擬試験得点は有意に上昇し、合格率の改善も認められた。以上より、模擬試験得点

区分別解析は早期スクリーニング指標として有用であり、これに基づく自習義務化は下位層支援に有

効な教育的介入となり得ることが示された。
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　この結果を踏まえ、2024 年度はまず過去 3 年

間の模擬試験結果を解析し、その結果を基に自習

対象者の選定を行うこととした。下位学生の抽出

には統計学的予測モデルの構築が一般的であるが
4）5）、本研究では、学生が自身の到達度や目標点を

直感的に把握できることを重視し、模擬試験得点

を 10 点刻みの得点区分に分類した。各得点区分

における合否分布を整理し、区分間で合否結果に

差が認められるかどうか検証した。さらに、この

解析結果に基づき 2024 年 11 月から国家試験直

前まで自習義務化を実施し、その教育的効果を検

討したので本稿にて報告する。

I．対象と方法

1．対　　象

　2021 年度から 2024 年度に国際医療福祉大学成

田保健医療学部医学検査学科に在籍していた 4 年

生を対象とした。2021 年度は 85 名、2022 年度は

81 名、2023 年度は 73 名、2024 年度は 92 名であっ

た。前年度卒業試験に不合格となり 4 年次を再履

修している学生、および模擬試験を欠席した学生

は解析対象から除外した。本研究は、国際医療福

祉大学千葉地区倫理審査委員会の承認を受けて実

施した（承認番号：25-CC-027）。

2．模擬試験得点区分と合否との関連性

　2021 年度から 2023 年度に実施した 4 回の外部

模擬試験（9 月中旬、11 月中旬、12 月上旬、1 月

上旬）を解析対象とした。9 月、11 月、1 月に実

施した模擬試験については、医歯薬出版株式会社

による第 1 ～ 3 回全国統一模擬試験（以下、医歯

薬模試）を使用した。12 月に実施した模擬試験に

ついては、2021 年度および 2022 年度は日本臨床

検査学教育協議会模擬試験を、2023 年度は日本

医歯薬研修協会が実施する第 2 回臨床検査技師国

家試験模擬試験（以下、研修協会模試）を使用した。

各模擬試験の得点（200 点満点）を、80 点以下、81

～ 90 点、91 ～ 100 点、101 点以上の 4 つの得点

区分に分類した。合否判定は、1 月中旬に実施さ

れる卒業試験および臨床検査技師国家試験の両方

に合格した場合を「合格」、それ以外を「不合格」と

定義した。得点区分と合否との関連性を検討する

ため、区分別の合格者数と不合格者数を集計し、

合否人数に基づくクロス表として提示した。合格

率（%）は支援対象者選定の参考指標として算出し

た。なお、自習対象者を模擬試験実施直後に抽出

する目的から、全国平均点による難易度補正は行

わなかった（全国平均点は模擬試験後、約 1 ヵ月

を経て公表されるため）。

3．自習義務化効果の検証

　2024 年 11 月中旬以降、平日 9 時から 17 時ま

で大学内での自習を義務づけた。出欠確認は毎日

実施し、学習内容の指定は行わず、個人学習とし

た。教員は毎日交替で巡回し、適宜面談を実施し

た。自習対象者は模擬試験成績に基づき、11 月

模擬試験で 80 点以下、12 月模擬試験で 90 点以

下の学生とした。2 回連続で対象となった学生を

「下位群」、それ以外を「上位群」と定義した。自習

義務化を実施しなかった 2021 年度から 2023 年

度も同様の基準で群分けを行い、各群の 11 月お

よび 1 月模擬試験の平均点を比較するとともに、

合格率を算出した。自習義務化効果の検証では年

度間の模擬試験難易度差を考慮するため、2021

年度の全国平均点を基準として比率補正を行っ

た。補正得点（Sadj
y,m,g）は、年度を y、回を m（11 月

／ 1 月）、群を g（上位群 / 下位群）として、学内平

均点 Sy,m,g を、同回の全国平均点 N－y,m により標準

化し、2021 年度の全国平均点 N－2021,m に換算した。

　Sadj
y,m,g ＝ Sy,m,g × N－2021,m / N－y,m

　補正は 11 月模擬試験と 1 月模擬試験で別々に

行った。

4．統計解析

　得点区分と合否との関連性は、隣接する 3 組

（80 点以下群 vs. 81～ 90 点群、81 ～ 90 点群 vs. 

91～ 100 点群、91～ 100 点群 vs. 101 点以上群）

について、χ 2 検定または Fisher の正確確率検定

により検証した。

　自習義務化の効果は、各学生の 11 月模擬試験

から 1 月模擬試験にかけての得点上昇量（Δ点）を

算出し、下位群における 2024 年度（自習義務あ

り）と 2021 年度から 2023 年度（自習義務なし）の

間で比較した。さらに、上位群（自習義務なし）間

でも同様の解析を行い、平均上昇量の差は Welch
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の t 検定で評価し、効果量として Cohen’s d を算

出した。統計的有意水準は P ＜ 0.05 とし、解析

には R（version 4.3.3）を使用した。

II．結　　　果

1．各模擬試験の得点区分と合否との関連性

　2021 年度から 2023 年度に実施した 4 回の外部

模擬試験について、得点区分と卒業試験および臨

床検査技師国家試験合否との関連性を、学生個々

の合否人数に基づいて検証した（表 1）。9 月およ

び 11 月模擬試験では、80 点以下群の合格率（3 年

間の年度平均値）はそれぞれ 61.3%、51.4% と低

値であり、81～ 90 点群との間に有意差が認めら

れた（いずれも P ＜ 0.001）。一方、81 点以上の得

　2021 年度から 2023 年度に実施した外部模擬試験（9 月、11 月、12 月、1 月）について、得点を 4 区分（≤ 80、

81～90、91～100、≥ 101）に分類し、合否分布を示した。卒業試験および臨床検査技師国家試験の両方に

合格した場合を「合格」と定義した。合格率（%*）は 3 年間の年度平均値であり参考値として併記した。群間比

較は 3 組（≤ 80 vs. 81～90、81～90 vs. 91～100、91～100 vs. ≥ 101）について χ 2 検定または Fisher の正

確確率検定を行った。有意水準はP ＜ 0.05 とし、有意なP 値は太字で示す。

表 1　模擬試験得点区分と卒業試験および臨床検査技師国家試験合否との関連性

得点区分
人数

P 値
合格 [%*] 不合格 合計

9 月模擬試験 ≤ 80 25 [61.3] 27 52 8.20×10－7

81 ～ 90 48 [92.3] 4 52

81 ～ 90 48 [92.3] 4 52 0.383

91 ～ 100 39 [97.2] 1 40

91 ～ 100 39 [97.2] 1 40 0.318

≥ 101 86 [100] 0 86

11 月模擬試験 ≤ 80 28 [51.4] 29 57 4.82×10－5

81 ～ 90 31 [90.6] 3 34

81 ～ 90 31 [90.6] 3 34 0.137

91 ～ 100 58 [98.3] 1 59

91 ～ 100 58 [98.3] 1 59 0.407

≥ 101 86 [100] 0 86

12 月模擬試験 ≤ 80 9 [28.9] 24 33 7.70×10－6

81 ～ 90 23 [87.6] 4 27

81 ～ 90 23 [87.6] 4 27 0.417

91 ～ 100 40 [92.5] 3 43

91 ～ 100 40 [92.5] 3 43 0.048

≥ 101 129 [99.3] 1 130

1 月模擬試験 ≤ 80 2 [15.0] 9 11 0.124

81 ～ 90 8 [50.0] 8 16

81 ～ 90 8 [50.0] 8 16 0.549

91 ～ 100 12 [62.5] 8 20

91 ～ 100 12 [62.5] 8 20 4.01×10－6

≥ 101 179 [96.9] 6 185
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点帯では合格率はいずれも 90% 以上と高く、群

間差は認められなかった。12 月模擬試験におい

ても、80 点以下群の合格率は 28.9% と著しく低

く、81～ 90 点群との間に有意差が認められた（P

＜ 0.001）。また、91～ 100 点群と 101 点以上群

の比較では、101 点以上群で合格率が有意に高

かった（P ＝ 0.048）。1 月模擬試験では、100 点以

下の得点帯では合格率が低値にとどまったのに対

し、101 点以上群では 96.9% と高値を示し、91～

100 点群との差が有意であった（P ＜ 0.001）。以

上より、9 月から 12 月模擬試験では 80 点、1 月

模擬試験では 100 点が、不合格リスクの高い学生

を識別するための重要な得点水準となる可能性が

示唆された。

2．2024 年度に実施した自習義務化効果の検証

　図 1 は、下位群および上位群における 11 月模

擬試験と 1 月模擬試験の平均点推移を示してい

る。自習義務化のない上位群では、2021 年度から

2023 年度における年度別群平均の上昇量は平均

27.8 ± 2.8 点（年度平均 ± SD）であり、2024 年度

では 30.2 点であった。一方、下位群では、自習義

務化を実施しなかった 2021 年度から 2023 年度に

おいて平均 22.3 ± 2.7 点の上昇にとどまったのに

対し、自習義務化を実施した 2024 年度では 38.3

点と顕著な上昇を認めた。

　次に、各学生の得点上昇量（Δ点）に基づく分布

を図 2 に示す。上位群（自習義務なし）では、2021

年度から 2023 年度は 27.9 ± 12.8 点（学生平均 ±

SD）、2024 年度は 30.0 ± 12.6 点であり、両群間に

有意差は認められなかった（Welch’s t ＝ 1.21, P ＝

0.229, d ＝ 0.17）。一方、下位群では、自習義務化

を実施しなかった 2021 年度から 2023 年度は 22.8

± 16.8 点であったのに対し、自習義務化を実施し

た 2024 年度では 38.4 ± 12.0 点となり、2024 年度

の得点上昇量は有意に高値を示した（Welch’s t ＝

4.21, P ＜ 0.001, d ＝ 1.00）。

　また、各群における年度別の合格率を表 2 に示

す。上位群では年度間で顕著な差は認められず、

いずれの年度においても合格率は 95% 以上で推移

していた。一方、下位群では自習義務化を実施し

なかった 2021 年度から 2023 年度において合格率

が 50% 以下にとどまっていたのに対し、2024 年

度では 95.2% と大幅に改善した。

III．考　　　察

　本研究で用いた得点区分別解析は、模擬試験得

点を 4 区分に分類する簡便かつ直観的な手法であ

る。得点区分ごとに過去の合格率を算出すること

で、各時期における学習目標（例：9 月模擬試験

では 80 点以上）を明確に提示しやすく、学生自身

が現状を把握しやすいという教育的利点を有して

いる。一方で、より高精度なリスク予測に基づく

支援対象学生の抽出のためには統計学的予測モデ

ルの構築が必要である。実際に、学内成績や模擬
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図 1　上位群および下位群における群平均点の推移

　2024 年度に自習義務対象となった学生を下位群、それ以外を上位群とした。2021 年度から 2023 年度も同

一基準で分類した（両群とも自習義務なし）。各プロットは 11 月模擬試験および 1 月模擬試験（200 点満点）の

群平均点を示す。
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試験得点を用いて国家試験成績を予測する回帰モ

デルの有用性が報告されている 4）5）。今後はより

詳細な予測モデルを構築し、早期リスク学生の抽

出に応用する予定である。なお、本研究にはいく

つかの限界がある。まず、得点区分間の差を 2 ×

2 の組み合わせで検討しており、多重比較の影響

を完全には排除できなかった点に留意する必要が

ある。さらに、本研究は本学の学生を対象とした

解析であり、学力水準や年間スケジュール、国家

試験対策の開始時期などの違いによって、合格閾

値は変動する可能性がある。したがって、各大学

の教育体制や学習環境に応じて、適切な閾値を検

討する必要がある。

　自習義務化を導入した 2024 年度下位群では、

得点上昇量と合格率のいずれも大幅に改善し、自

習義務化による学習成績の向上効果が示唆され

た。ただし、第 71 回臨床検査技師国家試験の全

国新卒合格率は 94.0% と過去 10 年間で最も高

く、当該年度の合格率上昇には試験難易度の変動

など外的要因の影響も否定できない。一方で、本

研究では下位群における 11 月から 1 月の得点上

昇量が過去年度より有意に大きいことを確認して

おり、自習義務化が学力の底上げに寄与した可能

性が高いと考えられる。本研究の知見は、学習習

慣が十分に確立していない学生に対して、学習時
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図 2　上位群および下位群における各学生の得点上昇量（Δ点）の比較

　各学生における 11 月模擬試験から 1 月模擬試験までの得点上昇量（Δ点）を示す。2024 年度下位群は自習介

入（＋）、上位群は介入（－）とした。2021 年度から 2023 年度はいずれも介入なし。群間比較は Welch の t 検定

を用い、***P ＜ 0.001、ns は有意差なしを示す。

表 2　上位群および下位群における合格率の比較

年度
合格率

下位群 上位群 全体

2021 39.1%（9/23） 95.1%（58/61） 79.8%（67/84）

2022 45.4%（5/11） 97.0%（65/67） 89.7%（70/78）

2023 45.4%（5/11） 98.4%（62/63） 90.5%（67/74）

2024 95.2%（20/21） 98.6%（70/71） 97.8%（90/92）

　各年度における上位群および下位群の合格率を示

す。2024 年度に自習義務対象となった学生を下位群、

それ以外を上位群とした。2021 年度から 2023 年度

も同一基準で分類した（両群とも自習義務なし）。卒

業試験および臨床検査技師国家試験の両方に合格し

た場合を「合格」と定義した。括弧内は合格者数 / 対

象者数を示す。 
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間を制度的に確保する枠組みが有効に機能したこ

とを示唆している。大学教育においても、自習時

間の義務化や学習管理の導入によって学業成績が

向上したとする報告があり 6）、本研究の結果はこ

れらの先行研究を支持するものである。ただし、

自習効果は学生間で一様ではなく、努力しても成

績が伸びにくい層の存在も指摘されている 7）8）。

したがって、自習義務化は下位層の学習行動を促

す有効な介入である一方で、理解や学習意欲に課

題を抱える学生に対しては、今後より個別化され

た学習支援が必要であると考えられる。

IV．結　　　語

　本研究では、模擬試験得点区分別解析により、9

月から 12 月では 80 点以下、1 月では 100 点以下

が不合格リスクの高い得点水準となる可能性を示

した。また、自習義務化は成績下位群の成績およ

び合格率を改善し、有効な教育的介入となり得る

ことが示唆された。今後は本手法の簡便性を活か

しつつ、より精度の高い予測モデルの構築を進め、

早期支援に応用していく予定である。

COI 状態

　投稿論文に関連し、発表者らに開示すべき COI

関係にある企業などはありません。
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